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研究成果の概要（和文）：穀物・油糧種子の国際価格は 2006年以降高騰し、その後変動はある
ものの高止まりの状況にある。アメリカから東アジアとくに中国向けの油糧種子の輸出が伸び

ている。また、カナダのキャノーラ、ブラジルの大豆など、油糧種子の作付け・生産の増加が

めざましい。多国籍アグリビジネスは油糧種子の加工・積み出し施設を増強し、積極的な事業

展開を進めている。バイオ燃料の生産拡大もこうした動きに影響を与えている。 
 
研究成果の概要（英文）：World price of grains and oilseeds has rapidly increased since 2006, 
and its higher price has still continued.  Especially, production and export of oilseeds, 
soybean and canola, has increased in U.S., Canada and Brazil.  Under the condition, 
transnational agribusiness corporations expanded their capacity of processing oilseeds.  
Expanding production of biofuel has influenced strategy of agribusiness corporations.  
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2009 年度 2,900,000 870,000 3,770,000 

2010 年度 2,600,000 780,000 3,380,000 

2011 年度 500,000 150,000 650,000 
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総 計 6,000,000 1,800,000 7,800,000 
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１．研究開始当初の背景 
小麦、トウモロコシ、大豆の国際農産物市

場は、2006 年以降の価格高騰によって大き

く様変わりした。これを契機に、多国籍アグ

リビジネスはさらに積極的に事業を拡大し、

国際穀物市場における影響力を強化してい

る。グローバル化の急激な進展と新興国にお

ける食料の需要増加によって、多国籍アグリ

ビジネスは潜在的な能力をこれまで以上に

発揮し、その事業を地球大にまで拡大してい

る。国際穀物市場は、今後は少数の巨大アグ

リビジネスを軸に動く傾向が一層強まるも

のと考えられる。 

米国とブラジルは有数のバイオエタノー
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ル生産国である。エタノールの生産拡大にと

もない、米国ではトウモロコシの約 2割がエ

タノール原料として使用され、しかもその比

率は年々上昇している。その一方で輸出用ト

ウモロコシは減少するという見通しが出さ

れている。トウモロコシ作付けが拡大する一

方で、大豆作付けがその影響を被っていると

いう議論もある。バイオ燃料の生産拡大によ

って、米国・ブラジルの農業生産および需給

関係にどのような影響が出ているかを検証

することは喫緊の課題になっている。同時に、

バイオ燃料の分野におけるリーダーはまさ

しくアグリビジネスである。 

以上のような穀物とバイオエタノールを

中心とする国際農産物市場の転換と多国籍

アグリビジネスによる経営展開、寡占化のさ

らなる進行が、わが国の食料輸入や農産物価

格にきわめて大きい影響を及ぼすことは明

白である。しかし、米国、カナダ、ブラジル

といった主要穀物輸出国の農業生産・農業経

営の最新の動向、あるいは多国籍アグリビジ

ネスの経営に関する実証分析は手薄な状態

である。本研究においては、主要輸出国の農

業生産と農業経営の分析とともに、グローバ

ルに活動する多国籍アグリビジネスの最新

の経営展開を対象として実証的に分析する。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、国際農産物市場の転換の

もとでの、輸出国の農業構造の変化と多国籍

アグリビジネスの経営展開の方向性を、穀物

とバイオエタノールを中心に現地調査によっ

て明らかにすることである。 
本研究の主要な課題として、次の 3つを設

定した。第一に、国際農産物市場の最近の転

換の方向とその要因について、需給の両面か

ら検討する。第二に、主要輸出国である米国

やカナダ、ブラジルを対象に、穀物価格の高

騰が農業生産および農業経営に及ぼす影響

を検証する。第三に、穀物の集荷・輸出や加

工を担う多国籍アグリビジネスの経営も国

際農産物市場の転換に対応して、急速に変化

している。本研究においては、米国、カナダ

とブラジルにおける多国籍アグリビジネス

の事業展開の最新の動向を検証する。 
 
３．研究の方法 
以上の課題を研究するにあたって、既存の

統計や文献資料だけでは明らかに不十分であ

る。国際価格の高騰が農業生産・農業経営に

どのようなメカニズムで影響を及ぼすかを検

証するには、現地調査によって代表的な経営

についてのデータを収集するとともに、農産

物の集荷・輸出に携わる企業や業界団体の調

査が欠かせない。また、多国籍アグリビジネ

スの最近の経営展開を分析するためには、代

表的な企業や関係者からの聞き取りが不可欠

である。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果を次の４つのテーマに分け
てその概要を述べる。カッコ内は担当者であ
る。 
 
（１） 国際農産物市場の動向と米国の農産

物貿易に関する分析（千葉） 

米国農務省のデータを用いて、日米・米中

間の農産物貿易の動向を分析した。対象年度

は 2000年から 2009年までとした。米国の農

産物貿易の特徴は以下の通りである。 

 輸出は東アジア向けが EUを凌駕し、とく

に中国向けが 17 億ドルから 131 億ドル

（2009 年）まで急増し、対日本を超えた。

輸入は北米地域が最大で 30%以上、EU は

20%を切って漸減傾向にある。東アジアは

5％程度で小さいが、中国が増加した。貿易

収支としては、対東アジアで大幅の黒字。EU

は赤字。北米はほぼバランスしている。 

 品目別では、穀物・飼料がこの間にほぼ倍

増したが、全体の輸出額も伸びているので、



 

 

比率としては 25%前後で推移した。油糧種子

（大豆）が 2.5倍に拡大し、園芸作物を凌駕

し 25%に達した。とくに東アジア向けは 4倍

以上拡大し、対東アジア向けに占める比率は

16.7%から 36.5％に急拡大した。 

 対日輸出では、全体が１割程度の増加にす

ぎない中で、穀物・飼料が拡大し、比率も

30.6%から 44.8%に増加した。肉類は BSE問

題で大幅に減少した。対中輸出では総額が急

増し、うち油糧種子が圧倒的な比率（71.0%）

を占める。 

 穀物(油糧種子は含まない)の輸出総額はほ

ぼ倍増しているが、東アジア向けの比率はあ

まり大きくない。中国は意外に小さく、246

億ドルのうち 4億ドルに過ぎない（2009年）。

油糧種子が全体として大きく拡大し、東アジ

ア（とくに中国向けは 9倍以上）向けが大き

く拡大している。 

 米国の日本へのトウモロコシ輸出は、数量

的にはほぼ横ばいであった。2008 年に穀物

価格急騰があり、その後下がってはいるが高

止まり状態で、小麦もほぼ同様である。数量

的には減少しているが、金額的には上昇した。 

 米国の対中輸出では大豆が急増し、日本向

けの 9倍程度の規模に達した。また、近年ト

ウモロコシの輸出も急増している。 

 以上のことから、米国産農産物の輸出先と

して東アジア向けの急拡大を指摘できる（シ

ェア 33.6%に）。日本への輸出は穀物等が約

半分、中国への輸出は大豆が圧倒的である。

トウモロコシは不安定だが、急増傾向にある。 

 
（２）カナダの穀物・油糧種子の生産・輸出

動向に関する分析（松原） 

2007 年以降の世界的な穀物価格高騰によ

り、カナダの穀物生産者は大いに潤った。カ

ナダ小麦局（CWB）のプール支払い価格では、

硬質春小麦 No.1 はトンあたり 195 ドル

（2005-06年度）から 372ドル（2007-08年

度）へと２倍に上昇した。デュラム小麦は 170

ドルから 506ドルへと３倍の高騰である。 

2008-09年度は硬質春小麦 302ドル、デュ

ラム 373 ドルと価格が高止まりしたうえに、

記録的な豊作が重なり、近年にない収入増加

となった。同時期に肥料、燃料などの投入財

価格も上昇したが、穀物・油糧種子の生産者

にとってこれを大きく上回る収入増であっ

た。 

2010-11年度はロシア、ウクライナの猛暑

と旱魃による不作の影響と先物市場への投

機的資金の流入もあって、硬質春小麦はトン

当たり 324ドル、デュラム小麦 296ドルと再

び上昇した。 

油糧種子の価格も 2007 年以降高騰してい

る。キャノーラの先物価格（ウィニペグ商品

取引所）をみると、2006 年６月はトン当た

り 275ドルであったが、2007年６月 380ド

ル、07年末 490ドルと高値をつけ、2008年

夏には 650ドルを突破した。リーマンショッ

クによる景気後退もあり、一時 400ドル前後

まで下がった。しかし、2010 年秋から再び

上昇し、同年 10月には 500ドルを越え、2011

年は 550-590ドルで推移している。 

ＥＵの財政・金融危機、米国の財政赤字と

ドル暴落への懸念があり、穀物相場の軟化も

予想されるが、中長期的には国際価格の高止

まりが続くものと考えられる。 

2006 年までのカナダの穀物・油糧種子の

生産動向について概括すると、主産地である

平原州の農業生産構造は伝統的な「小麦単作

型」から、油糧種子および飼料作物の生産に

シフトして、多角化してきた。①小麦と大麦

の作付面積の継続的な減少、②油糧種子（キ

ャノーラ・大豆）と飼料作物の作付面積のい

ちじるしい増加が明確である。2006 年セン

サスでは、キャノーラの作付面積が大麦を抜



 

 

き、小麦に次いで第 2位に躍進した。販売額

ベースでは、2001 年以降キャノーラが耕種

作物のトップを占めている。油糧種子や飼料

作物の作付け拡大は畜産の拡大と結びつい

ている。 

2007年以降の穀物価格高止まりのもとで、

以上の傾向に変化があったのか、結果のあら

ましを述べれば次のようになろう。 

第一に、キャノーラの作付け拡大傾向は継

続している。2002年の 389万 haから、2007

年 632万 ha へ増加、さらに 2011年には 755

万 haとこの 10年でほぼ倍増した。中国など

の需要拡大により、油糧種子の国際価格は穀

物以上に高止まりしている。また米国向けの

キャノーラ油輸出が増えており、カーギルな

どがサスカチュワン州の搾油設備を増強し

ている。 

第二に、小麦（デュラムを除く）の作付面

積は 2007年 680万 haから 2008年と 09年

に一時増えて 768万 haになったが、10年度

以降は再び減少した。2011年には 713万 ha

となり、キャノーラの作付面積が小麦（デュ

ラムを除く）を追い抜いた。 

第三に、大麦・豆類など飼料作物の作付け

は減少した。豚肉の過剰生産と価格下落によ

り養豚経営の危機が顕在化し、繁殖豚の削減

を余儀なくされたからである。 

次の課題について検討が必要である。 

第一にバイオ燃料の影響であり、バイオディ

ーゼルにキャノーラなどが使用されている

が限定的であると考えられる。第二に、カナ

ダ小麦局のシングルデスク廃止法案が実施

に移された場合の影響である。第三に、今回

の穀物価格高騰が農業経営構造および農民

層分解への影響である。2011年農業センサス

の結果公表を受けて分析に着手したい。 

 

（３）ブラジルの大豆生産および畜産業の最

新の動向に関する分析（佐野） 

得られた知見は以下のとおりである。①穀

物生産の主要生産地域が、南部から中西部へ

と北上しており、ブラジル国内での地域間競

争が激化している、②穀物の国際価格上昇に

も関わらず、それ以上にレアル高（1 ドル＝

2.5レアル➔1.8レアル）が進行しているため

に生産者の収益は拡大しておらず、大豆ブー

ムに陰りが見え始めている、③世界的なバイ

オエタノールブームは、同国のサトウキビ生

産を拡大させ、さらにサトウキビの主要生産

地域であるサンパウロ州およびマットグロ

ッソドスル州での作物間競争（サトウキビ生

産もしくはそれ以外の生産）を招き、借地料

や肥料などのコストアップになった、④同地

域では、生産管理のし易さから GM品種の大

豆生産の作付けが 80％近くを占めるまで拡

大している、⑤南部に比べて中西部は農業協

同組合の力が弱く、カーギルやブンゲなどの

アグリビジネス企業に販売価格が支配され

ており、それら企業への依存（肥料などの投

入物と生産物との交換）が強まっている、⑥

農業生産者自らの先物取引利用は少ない。先

物取引利用への政府支援である PEP や

PEPRO などの恩恵は農業生産者に直接行か

ずに、先物取引を利用しているアグリビジネ

スの利益になっている可能性が高い。 

ブラジルの農家を取り巻く環境は、決して

平坦ではなく、むしろ国際価格が変動してい

る昨今においてその環境はより厳しいもの

になっている 

次にブラジル中西部における大豆生産の

発展と大豆・家畜コンプレックスの形成につ

いて述べる。中西部では、プロデセール（セ

ラード開発事業）による開拓により、農業生

産が始まり、地方都市が形成されてきた。た

だし、90年代までは大豆加工施設の多くは南

部に位置していた。その理由は、①国内消費



 

 

の主流が南東部であること、②輸出港が南東

部（サントス港）・南部（パラグアイ港）に

位置していたことである。だが、中西部での

人口増加、2000 年代半ばより北東部からの

輸出が可能になったことにより、大豆加工施

設（サイロ）の新設が行われてきた。この事

例の 1つが、マットグロッソ州ルーカスドリ

オベルジにおける 2008 年の食品加工集積地

の形成である。同食品加工集積地の周辺には

大豆加工施設の Bunge、Cargill、ADM、

Coinbraだけでなく、食品加工会社の Magii

（マーガリン・植物油などの生産）、バイオ

ディーゼル会社の ANP、さらには食品加工

BrasilFoods（家禽・豚肉加工）の施設が集

積し、ブラジル国内における一大食品加工集

積地となっている。 

同地域では加工施設が新設され、それらが

同地域での家禽・豚肉生産農家の展開を招き、

大豆・家畜コンプレックスが形成されている。

大豆加工施設が新設されたことにより、容易

に飼料を手に入れる環境が整い、規模の経済

を発揮した大規模経営がより行いやすい環

境になったことに起因している。家禽・豚肉

生産農家の起源を辿ると、多くはそれまでの

伝統的な生産地域の南部から集積地の形成

とともに移住してきた者が多い。すなわち、

加工集積地の形成は産業形成という意味だ

けでなく、人口移動を促し、同地域の人口増

加を招き、さらには地域開発の推進力となっ

た。 

 
（４）米国およびブラジルにおけるエタノー

ル生産と農業への影響に関する分析（大江・

佐野） 
 アメリカのバイオエタノール生産につい
ては政策変更が一定の影響を及ぼしている。
これまで流通業者に与えられていた税額控
除制度が廃止され、バイオエタノール推進派
は有力な推進手段を失うことになった。また、
再生可能燃料基準が変更された点も重要な

修正点である。第 2世代バイオエタノールの
開発と製品化が予想以上に手間取っており、
アメリカ政府のスケジュールどおりに非穀
物系バイオエタノールへの転換が進んでい
るわけではない。 
ブラジルのバイオ燃料に関していえば、サ

トウキビ由来のバイオエタノールだけでな

く、大豆油を主にしたバイオディーゼルの生

産も行われるようになってきている。ブラジ

ル国内では、フレックス車（ガソリンとエタ

ノールがどのような混合割合でも走行可能

な車）の販売により、バイオエタノール生産

ブームが到来している。このことは、地価の

高騰を招いており、マットグロッソドスル州

などでは大豆生産農家とサトウキビ生産と

の間で土地の争奪戦を繰り広げる要因にな

っている。だが、その一方で、トラクターに

おいてもバイオディーゼルを 5％混入するこ

とが義務化されたため、今後においてはブラ

ジル国内でバイオディーゼルの需要がます

ます高まっていく可能性が高い。このことは、

燃料か食料かという争奪戦を再熱させる可

能性、すなわち大豆の世界価格にも大きな影

響を及ぼすと考えられ、穀物価格の高騰を引

き起こす一要因となるといえるだろう。 
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